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はじめに
本稿では，世界の最貧国のひとつであり，教育の問題も多岐に渡っているカンボジア王国
（KingdomofCambodia）（以下，カンボジアと記す）を取り上げ，国際機関や教育・青年・スポー
ツ省（MinistryofEducation，YouthandSport：MoEYS）（以下，教育省と記す），計画省（Ministry
OfPlanning：MoP）による統計資札　5カ年ごとの国家教育計画である「教育戦略計画」（“Education
StrategicPlan：ESP”）や，その具体的な行動計画を提示している「教育セクター支援プログラム」
（“EducationSectorSupportProgram：ESSP”）といった国家教育計画を分析の材料とし，現在のカン
ボジアの学校教育を，各教育段階，つまり就学前教育（pre－SChooleducation），初等教育（primary
education），中等教育（secondaryeducation）ごとに把握する。
カンボジアでは，約90年間続いたフランスによる支配，1953年の独立後の度重なる政権交代や内
戦，共産勢力クメール・ルージュ（KhmerRouge）の台頭，社会主義政策の導入などによって，短期
間のうちに教育そのものに対する姿勢が大きく変わった。中でも，1975年4月から1979年1月まで
のポル・ポト（PoIPot）政権時代に教育開発は大きな打撃を受け，その負の遺産は，現在の教育に
も多大な影響を及ぼしている。
カンボジアの学校教育は，1979年9月24日に再開された。ポル・ポト政権下において教育の機会
が奪われていた反動から，国民の学校教育再開に対する期待は大きかった。その後も内戦は続きカン
ボジアの復興はなかなか進まなかったものの，ベトナムの教育制度を参考に4－3－3制の学校教育が導
入された。当時は中等教育を修了した人材が300人しか国内に残っていなく，読み書きのできるもの
ができない者にそれを教えるのが精いっぱいの状態であった。「事実上　街角や村の小道にいた人々
を3週間から6週間の短期研修で教員にした」（1），もしくは「指導方法や教育理論も十分に教えられ
ないまま，3カ月から6カ月の教員養成課程を修了した教員が教壇に立たなければならなかった」（2）
という0そうした中，1979／1980年度には8，229人が就学前教育に，94万7，317人が初等教育に，4，803
人が前期中等教育に，281人が後期中等教育に就学している。
1979／1980年度より始まった4－3－3制の学校教育は，1987／1988年度より初等教育が1年延長され
5－3－3制に，1996／1997年度よりさらに初等教育が1年延長され6－3－3制に改訂された。新政府が樹
立された1993年には，このうちの初等教育と前期中等教育の9年間が基礎教育と位置づけられた。
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カンボジア王国憲法（1993年9月21日採択，1993年9月24日公布）では，国家がすべての国民に
無償の初等教育と中等教育の機会を与え，国民は少なくとも9年間の教育を受けることが定められて
いる。政府による教育制度の目標は「学習者の精神的・身体的能力の全面的発達」であり，それは同
時に，自信，責任，連帯意識，愛国心などを持ち，法律と人権を尊重する国民の育成を目指している。
それゆえ学校教育は，「平和に共存し，家族の幸せに対し責任を持ち，社会福祉促進への貢献ができ
る人材の育成」を担うものだと位置づけられている（3）。
またカンボジアでは，2001年に提出した「カンボジアミレニアム開発目標」（“Cambodia
MillenniumDevelopmentGoals：CMDGs”）において，9つの達成目標のひとつに「普遍的基礎教育（9
年）の達成」を定め，「2010年までに，すべての子どもが初等教育の全課程を修了できるようにし，
2015年までに9年間の基礎教育を修了できるようにする」ことを掲げている。本稿を通して，就学
前教育，初等教育，中等教育を，その量（アクセス）の拡大に着目することによって捉え，その現状
と課題を指摘したい。
1．就学前教育
1．1定義
就学前教育とは，初等教育就学前の子どもに対する最初の組織的な学校教育を指す。一般的には3
歳以上の子どもを対象とし，初等前教育（pre－primaryeducation）と呼ばれることもある。
就学前教育の目的は，子どもの調和のとれた成長を助け，基本的な生活習慣の形成等を促すことに
ある。この時期に学習に対する精神的及び身体的準備ができていないと，以後の学齢期に学習効果を
十分に発揮することができず，留年や中途退学の要因にもなり得る。また，就学前教育を充実させる
ことで，それに続く初等教育への移行が容易になり，初等教育就学率の向上に繋がるのではないかと
期待されている。さらには，就学前教育の充実によって就労中の女性の子育てをサポートすることで，
女性の社会進出が促されることも期待されており，近年，多くの開発途上国の教育開発において，就
学前教育の普及が早急に取り組まれるべき課題のひとつとして認識されるようになってきている。
カンボジア王国憲法では，第73条において公立の保育施設（nurserycenter）を設置することが宣
言され（4），1997年10月には，幼稚園（pre－SChool）の数を増やすことが法令で定められた。そこでは，
就学前教育はカンボジアの教育制度の一部であることが明確にされ，幼稚園は生後36カ月から72カ
月（3歳以上6歳未満）の子どもが利用できるものとされている（5）。
1．2　量（アクセス）の拡大
ユネスコが毎年発行している『グローバル教育ダイジェスト』の2006年版（“GlobalEducation
Digest2006：ComparingEducationStatisticsAcrosstheWorld”）によると，幼稚園の純就園率は1999
年の時点で5．0％，2004年の時点で9．0％，総就園率も同様に9．0％となっており，これは周辺諸国と
比較するとラオスの8．0％と並んで相当低く，就学前教育がカンボジア社会に浸透するにはもう少し
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表1・1就学前教育：就園者数，教員数，職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
就園者数 教員数 職員数
主 務 ㊥「 章雰畔上 主峰掟
都市部 19，382 834 103
農村部 57，003 1，934 64
遠隔部 1，514 42 1
出所）EMIS，MoEYS（2007）EducationStatisticsandIndicators2006nOO7，PhnomPenh：MoYESより筆者作成
表1・2　就学前教育：学年別就園者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
年少 年 中 年長 複合 合計
主 事 猪 隼 亮 塵 喪 主 誉 め 殖 仁 章 溝 卸㌫ 主守捏蹟「
都市部 1，560 3，523 13，682 617 19，382
農村部 1，916 6，814 45，749 2，524 57，003
遠隔部 201 52 1，013 248 1，514
出所）EMIS，MoEYS（2007）EkiucationStatisticsandIndicato7S2006／／加07，PhnomPenh：MoYESより筆者作成
時間がかかると考えられる。就園者の男女比は周辺諸国同様，ほぼ1対1である。
1990年代前半は，幼稚園数や就園者数が伸び悩み，むしろ減少傾向にさえあった。しかしながら，
1997年に上述の法令が提出されて以後は，1997／1998年度から一貫して増加している。1979／1980年
度と2006／2007年度を比較すると，幼稚園数は96校から1，524校（15．9倍），クラス数は230クラス
から2，548クラス（11．1倍），就園者数は8，229人から77，899人（9．5倍），教員・職員数は267人か
ら2，978人（11・2倍）になっている。現在の就園者数，教員数，職員数は表1．1の通りである。また，
現在2，810人いる教員のうち2，776人は女性教員であり，その比率は98．8％に及ぶ。
地域別（6）に見てみると，1，524園中1，222園（80．2％）の幼稚園が農村部及び遠隔部に位置しており，
都市部との人口比率を考えると，幼稚園が特に都市部に集中しているという現象は見られない（7）。
幼稚園は，公立幼稚園（statepre－SChool），コミュニティ幼稚園（communitypre－SChool），私立幼稚
園（privatepre－SChool）の3種類に分けられる。公立幼稚園は一般的に公立小学校に附属されており，
小学校の校長が幼稚園の園長も兼任している。子ども1人につき月間1，500－2，000Riel（8）が必要だが，
貧しい家庭からは免除される。コミュニティ幼稚園はコミュニティによって運営され，一般的に無料
である。私立幼稚園は個人や団体が所有しており，月間約10USSの授業料が必要である（9）。州別に
見ると，他と比べて首都プノンペンでは就園者数に対して教員数が多く，プノンペンに教員が集中し
ている様子が見て取れる。
学年別に見ると，全体を通して年長（higheststep）からの入園者が圧倒的に多い。年長の就園者
数は，年中（mediumstep）の就園者数の5．8倍，年少（loweststep）の就園者数の16．4倍に及んで
いる（表1．2参照）。複合学年（mixedstep）も存在するが，ケップ特別市には年少と年中のクラスが
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なく，コツコン州，オッダールミエンチェイ州には年少のクラスがない。
1980年に，就学前教育の教員養成校である就学前教育教員養成センター（Pre－SchooITeacher
TrainingCenter：PSTTC）がプノンペンに設立され，年間50－100名の教員が卒業している。入学
資格は近年，9年間（8年間）の基礎教育修了から，12年間の学校教育修了へと上げられつつある。
2003／2004年度は100名（うち女性97名），2004／2005年度は100名（うち女性99名）が在籍して
いた（10）。就学前教育教員養成センターの就学期間は1年間である。
教育省は就学前教育を，初等教育第1－第2学年の留年率及び第4－第6学年の中退率を下げ，
その修了率を上げるために有効な手段であると位置づけ，早期幼児発達局（DepartmentofEarly
ChildhoodDevelopment）を中心により地域ベース，より子ども中心主義のアプローチで就学前教
育の充実を目指している。「教育セクター支援プログラム2006－2010」（“EducationSectorSupport
Program2006－2010”）における計画と到達目標は，①2005年までに5歳の子どもの就学率を20％に
し，2010年までに50％にする，②2005年までに3～5歳の子どもの就学率を10％に，2010年まで
に30％にするというものである（11）。
2．初等教育
2．1定義
初等教育は学校教育における最初の段階であり，そこでは読み書き計算を中心とした基礎的な教育
が行われる。小学校は，一般的に5－7歳から11－12歳までの子どもを対象としており，主に，子
どもたちが将来社会生活を送るうえで共通に持っていることが社会から期待される基礎的な知識や技
能，態度を養うことが目標とされている。カンボジアにおいては，現在は6年間の初等教育が実施さ
れている。多くの小学校がシフト制を採用し，2部制（twoshifts）もしくは3部制（threeshifts）の
授業形態となっている。
初等教育段階に限らないが，カンボジアでは私立学校の存在は影が薄い。初等教育の場合，私立の
小学校はたいていの場合言語的マイノリティのために設立されており，授業はクメール語では行われ
ない。中国語小学校，チヤム語（12）小学校，ベトナム語小学校，フランス語小学校，英語小学校がある。
また，プノンペンには王立芸術大学の附属小学校が存在する。
「すべての人々に教育を」（EducationforAll：EFA）という言葉に代表される万人のための教育世界
会議（WorldConferenceonEducationforAll：WCEFA）（1990年）以降の教育開発の潮流の中，カン
ボジアにおいても初等教育の量及び質を充実させることが第一に目指されている。1991年に教育省
は初等教育における6つの到達目標を制定した。それらは，（∋2000年までのアクセス面での初等教
育の完全普及（UniversalPrimaryEducation：UPE）達成（1995年までに都市部と農村部において純
就学率を100％に，2000年までに遠隔部においても純就学率を100％にする），②カリキュラムや教
科書の改善，③教員の補充，④教員と生徒に対する適切な教材の供給，⑤教員研修を通した教授法
の改善，⑥国際協力機関からの資金協力，技術協力を含めた資源及び努力の結集というものであっ
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2．2　量（アクセス）の拡大
上述の『グローバル教育ダイジェスト』2006年版によると，カンボジアでは，2004年の時点で初
等教育総就学率（grossenrolmentratio）が137％，純就学率（netenrolmentratio）が98％となって
いる。純就学率は98％とかなり高いが，純出席率（netattendanceratio）が66％，第5学年までの
残存率（survivalratio）が60％，第6学年までの残存率が54％という数字を見ると，その実態が浮
き彫りになる。総就学率，純就学率ともに周辺諸国の中で最も高いが，その差は39％にも及び，第5
学年までの残存率，第6学年までの残存率は最も低い。内部効率性が悪いことが影響し，第1学年に
在籍した子どもの約半数しか第6学年に在籍していないのである。
計画省によるデータで学年別就学者数の推移を見てみると，1996／1997年度は，第1学年67万8，363
人に対し第6学年6万5，737人と，一第6学年の就学者数は第1学年の就学者数のわずか9．7％でし
かない。その比率は，年を追うごとに17．1％（1997／1998年度），21．6％（1998／1999年度），23ユ％
（1999／2000年度），24．2％（2000／2001年度），27．0％（2001／2002年度），36．0％（2002／2003年度），
45．7％（2003／2004年度）と上昇しているものの，UPE達成には遠く及ばない。また，これらの中途
退学に関する問題と並び，留年率（repetitionratio）は11％と，ラオスの20％に次いで高い数字となっ
ている。
小学校数は2006／2007年現在，データのある1981／1982年度から比べると3，521校から6，365校へ
（1・8倍），クラス数は1979／1980年度から比べると1万2，069クラスから6万1，249クラスへ（5．1倍），
就学者数は94万7，317人から246万1，135人へ（2．6倍），教職員数は1万3，619人から5万9，889人へ（4．4
倍）増加している。現在の就学者数，留年者数，教員数，職員数は表2．1の通りである。また，現在
4万7，991人いる教員のうち2万456人は女性教員であり，その比率は42．6％である。
地域別に見てみると，約89．4％の小学校が農村部及び遠隔部に位置している。農村部・遠隔部の学
校数5，692校に対し，都市部の学校数は673校である。また，生徒がカンボジア全土にほぼ均等に存
在しているのに対し，教員は都市部に集中している。農村部・遠隔部の就学者数208万3，157人に対
し都市部の就学者数は37万7，978人と，都市部の就学者数は全体の15．4％にすぎないが，都市部の
教員は1万138人に上り，全体の21．1％を占めている。州別に見ると，他と比べてプノンペン特別市
や，プノンペン特別市に隣接しているカンダール州では就学者数に対して教員数が多く，就学前教育
同様，教員が都市部に集中している様子がわかる。
学年別に見ると，上述の通り，第1学年から第6学年と学年が上がるにつれ就学者数が減少してい
る0この間題は特に遠隔部において顕著であり，遠隔部においては，第1学年の就学者数2万9，366
人に対し第6学年の就学者数は6，957人である。都市部におけるその数字が8万107人と5万5，502
人であることと比較すると，状況の違いは一目瞭然である（表2．2参照）。
小学校の教員となるには，高等学校卒業後に2年間，全国に18カ所ある初等教育の教員養成校「州
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表2．1初等教育：就学者数，留年者数　教員数，職員数　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
就学者 数 留年者数 教員数 職員数
凄 新 主 、※…・、篤46m 35※ 薬 事 敢紙 上 誉 魂 鮨 主 鴬 銭 頭 上
都市部 377，978 32，944 10，138 2，428
農村部 1，988，323 239，322 36，313 9，233
遠 隔部 94，834 15，616 1，540 237
出所）EMIS，MoEYS（2007）EducationStatisticsandhldicators2006／／2α巧PhnomPenh：MoYESより筆者作成
表2．2　初等教育：学年別就学者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
第 1学年・ 第 2学年 第 3学年 第 4学 年 第 5学年 第 6学年 合計
潅 水 ※ 士 碑 秘 桜 烹珠務 626；′ニ喜 躯 由 妹 楽才珠薩鉦 誉 寮 裏 申 こ；・主 事 豆 蛛 誉老華麗返金
都市部 80，107 66，913 61，262 57，778 56，416 55，502 377，978
農相部 448，790 367，188 332，920 301，323 278，423 259，679 1，988，323
遠隔部 29，366 21，525 16，141 11，957 8，888 6，957 94，834
出所）EMIS，MoEYS（2007）EducationStatisticsandIndicators2006WOろPhnomPenh：MoYESより筆者作成
教員養成センター」（ProvincialTeacherTrainingCenter：PTTC）で教授法を学ぶ必要がある（14）。遠
隔部においては中学卒業のみでも入学を認めているが，特に地方において，質の伴わない教員や無資
格教員の存在が問題視されている。2003／2004年度は5，980名（うち女性2，131名），2004／2005年度
は4，373名（うち女性1，829名）が州教員養成センターに在籍していた（15）。
教育省は現在，「子どもにやさしい学校」（child－friendlyschool：CFS）（以下，CFSと記す）の拡
大や教材の供給，学校運営費補助金の増加などを通して，①2010年までに純入学率（netadmission
ratio）を2004／2005年度の81％から95％にする，②2010年までに純就学率を2004／2005年度の
91．9％から96％にする，（郭2010年までに，初等教育修了率を2004／2005年度の46．7％から100％に
する，④2010年までに少なくとも70％の小学校をCFSにするという目標を立てている（16）。CFSとは，
「すべての子どもは教育を受ける権利を持つ」との考えに基づき，その権利を享受していない子ども
たちに対して，積極的に教育機会を提供する努力を行う学校のことである。同時に，教育だけでなく，
健康や栄養など子どもの生活全体における福利に関心を払い，そのために必要な環境を整え，質，平
等性，自立性を重んじながら子ども中心の学校運営と地域と連携した学校作りを行うことができる学
校を指す（17）。
3．中等教育
3．1定義
中等教育は，初等教育と高等教育の中間に位置し，基本的に初等教育を修了した学生を対象として
いる。この課程は前期と後期に分けられることが多く，前期中等教育（lowersecondaryeducation）
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は初等教育に引き続いた基礎教育に位置づけられ，より教科に焦点を当てた教育が行われる。また，
後期中等教育（uppersecondaryeducation）は前期中等教育以上に教科の内容が専門化し，教員にも
より高度な知識，技能が要求される。
中等教育の期間は国によって2年から8年までの幅があるが，最も多いのは6年間の課程である（18）。
カンボジアでは，前期中等教育3年（第7～第9学年）及び後期中等教育3年（第10－第12学年）
の合計6年間が中等教育段階と位置づけられている（19）。前述の通り，カンボジア王国憲法は第68条
において公立の中等教育を無償で国民に提供すること，及び国民は最低9年間の基礎教育を受けるこ
と，つまり国民全員が前期中等教育を修了することを定めている（20）。しかしながら現状は，理想と
はほど遠い状況にあると言える。
3．2　量（アクセス）の拡大
先進国におけるヰ等教育はほぼ普遍化してい－るが1開発途上国における就学率の平均は－50％に満
たない。『グローバル教育ダイジェスト』2006年版によると，カンボジアでは，前期中等教育総就学
率44％，後期中等教育総就学率15％で，中等教育全体の総就学率は29％である。これは，周辺諸国
の中でも最も低い数字であり，ラオスやミャンマーと比べてもかなりの差がある。さらに純就学率と
純出席率はそれぞれ26％，17％となっており，こちらも周辺諸国の中で最も低い。
また，カンボジアにおける中等教育では，周辺諸国よりも就学者の男女比が大きくなっている。初
等教育段階よりも中等教育段階でより男女格差が大きくなるという問題は開発途上国では一般的であ
り，ルイン（K．Lewin）によると，就学率が50％を超えなければ男女格差を解消することはできな
い（21）。事実，世界教育フォーラム（WorldEducationForum：WEF）（2000年）で採択された「ダカー
ル行動のための枠組み」（“DakarFrameWOrkforAction”）の6つの到達目標のひとつに含まれている，
「2005年までに，初等・中等教育での男女間格差を解消する」という項目は，カンボジアにおいては
達成されていない。
計画省のデータで学年別就学者数の推移を見てみると，前期中等教育の場合，1980／1981年度
は，第7学年1万1，847人に対し第9学年1，662人と，第9学年の就学者数は第7学年の就学者数の
14．0％でしかない。2003／2004年度の時点では，第7学年20万1，095人に対し第9学年11万6，219人
であり，その比率は57．8％となっている。学生数は1997／1998年度及び1998／1999年度の例外を除き，
第7学年から第9学年に進学するにつれ減少する傾向にある。
後期中等教育の場合は，1980／1981年度は，第10学年296人に対し第12学年138人と，第12学
年の就学者数は第10学年の就学者数の46．6％でしかない。2003／2004年度の時点では，第10学年6
万6，655人に対し第12学年4万1，146人であり，その比率は61．7％となっている。学生数は他の教育
段階同様，進級するにつれ減少する傾向にある。前期中等教育から後期中等教育にかけての進学率は
66．4％（都市部88．8％，農村部56．7％，遠隔部32．3％）となっており，都市部から遠隔部にかけて，
進学率にかなりのばらつきがある（22）。
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前期中等教育では，中学校数は2006／2007年度現在，1979／1980年度から比べると14校から846
校へ（60．4倍），クラス数は101クラスから1万2，633クラスへ（125．1倍），就学者数は4，803人か
ら62万6，005人へ（130．3倍），教員・職員数は205人から2万4，052人へ（117．3倍）増加している。
後期中等教育は2006／2007年度現在，同様に1979／1980年度と比べると，高等学校数は1校から283
校へ（283倍），クラス数は7クラスから4，303クラスへ（614．7倍），就学者数は281人から22万2，271
人へ（791．0倍），教員・職員数は20人から7，722人へ（386．1倍）増加している。
後期中等教育では1991／1992年度ごろから教員・職員数が大幅に増加しており，1995／1996年度か
ら1996／1997年度にかけて1年間でそれが一気に削減されている。これは，過剰ぎみの「高等師範
学校」（FacultyofPedagogy：FOP）卒業生を小学校へ振り分ける措置が教育省により取られたためだ
と考えられる。現在2万7，173人いる中等教育の教員のうち女性教員は8，846人であり，その比率は
32．6％である。
前期中等教育におし1ては，1992／1993－年度から2000／2001年度にかけて学校数の増加が停滞した。
これは，1993年の新政府樹立後の教育開発が主に初等教育に集中したことが影響していると考えら
れる。それ以前にも，中等教育は初等教育と高等教育の狭間にあって，世界的に国際教育協力プロ
ジェクトの実施が少ないという状態にあった（23）。しかし今後カンボジアにおいては，初等教育修了
率の上昇に伴い，前期中等教育の需要が高まることが予想される。現に2001／2002年度以降，学校数，
学生数ともに上昇の一途をたどっている。また，後期中等教育はカンボジアではいまだ恵まれた一部
の人々しか受けることのできない「贅沢品」であるが，ポル・ポト政権崩壊直後には1校しかなかっ
た高等学校も現在は283校まで増え，今後，前期中等教育同様，後期中等教育の需要も高まることが
予想される。
中等教育では初等教育以上に都市と地方の格差が大きくなり，提供される教育の質にも大きな違い
が生まれる。現在，農村部・遠隔部の学校数960校に対し都市部の学校数は169校であり，全体の
15．0％が都市部に位置している計算になる。同様に，農村部・遠隔部の就学者数59万2，029人に対し
都市部の就学者数は25万6，247人と，実に全体の30．2％の学生が都市部に集中しており，就学機会
が都市部に偏っている傾向が見て取れる（表3．1参照）。
学年別に見ると，上述の通り，第7学年から第12学年と学年が上がるにつれ就学者数が減少して
いる。この問題は特に農村部・遠隔部において顕著であり，2006／2007年度のデータによると，農村
部・遠隔部においては，第7学年の就学者数が21万65人に対し第12学年の就学者数は2万8，041
人である。遠隔部にいたっては，第12学年に就学している学生は81人のみという状況にある（表3．2
参照）。
留年率は，都市部では前期中等教育3．9％，後期中等教育2．5％，農村部では前期中等教育1．9％，
後期中等教育3．5％，遠隔部では前期中等教育1．0％，後期中等教育1．6％であり，そこまで大きな地
域間格差は見られない（24）0一方，中退率は都市部では前期中等教育13．7％，後期中等教育9．8％，農
村部では前期中等教育26．0％，後期中等教育21．6％，遠隔部では前期中等教育22．6％，後期中等教育
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表3．1中等教育：就学者数，留年者数，教員数，職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
就 学 者 数 留 年 者 数 教 員 数 職 員 数
螢※公党※※葦※※嘉※茶業嵩※
都 市 部 256，247 8，623 9，487 1，225
農 村 部 583，576 13，131 17，352 3，342
遠 隔 部 8，453 89 334 34
出所）EMIS，MoEYS（2007）EducationStatisticsandIndicato732006〟007，PhnomPenh：MoYESより筆者作成
表3．2　中等教育：学年別就学者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
第 7学年 第 8学年 第 9学年 第 10学年 第 11学年 第 12学年 合計
章 串 頼 雛 ㌃ 拗 拗 甘
都市部 58，055 49，415 44，619 39，122 35，395 29，641 256，247
農村部 206，124 154，042 105，795 50，891 38，764 27，960 583，576
遠隔部 3，941 2，550 1，464 302 115 81 8，453
出所）EMIS，MoEYS（2007）EducationStatisticsandIndicators2006m007，PhnomPenh：MoYESより筆者作成
14．1％となっている（25）。初等教育段階と比べると留年率は減少しているが，中退率は大幅に増加し
ており，内部効率性の低さが見て取れる。
前期中等教育の教員となるには，高等学校卒業後に2年間，全国に6カ所ある前期中等教育の教
員養成校「地域教員養成センター」（RegionalTeacherTrainingCenter：RTTC）で教授法を学ぶ必
要がある。2003／2004年度は2，591名（うち女性890名），2004／2005年度は2，165名（うち女性728
名）が地域教員養成センターに在籍していた（26）。また，後期中等教育の教員資格を得るためには，
大学卒業後に首都プノンペンに1校ある高等師範学校で学び，卒業試験に合格しなければならない。
2003／2004年度は355名（うち女性81名），2004／2005年度は378名（うち女性91名）が高等師範学
校に在籍していた（27）。しかしながら，高等学校教員の最終学歴は，前期中等教育のみ修了者が14％，
後期中等教育のみ修了者が14％を占めているとの報告もあり，無資格教員が多数存在する（28）。また，
高等師範学校では毎年ほぼ全員に高等教員免許が与えられており，教員養成自体の質も懸念されてい
る。
教育省は現在，前期中等教育段階においては，①2008年までに純就学率を2004／2005年度の
26ユ％から39％にする，②2010年までの男女間格差を解消，③2010年までに高等教育への進学率を
2004／2005年度の56．1％から78％にする，（む最低限の学習基準を定めることを，後期中等教育段階に
おいては，①2010年までに就学者数を2004／2005年度の17万7，129人から30万人にする，②2010
年までに純就学率における男女間格差を2．0％にする，③2010年までに残存率を2004／2005年度の
86％から95％にする，④2010年までに第12学年の修了率を2004／2005年度の8．92％から20％にする，
⑤2010年までに第10学年の中退率を2003／2004年度の13．2％から3．0％にするという目標を立てて
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いる（29）。
おわりに
本稿で，教育の量（アクセス）の拡大という観点からカンボジアにおける学校教育の諸段階を捉え
た結果，初等教育以外はどの教育段階を見ても周辺諸国と比較して量（アクセス）が確保されていな
いことが分かった0また初等教育に関しては，残存率の低さ，中退率や留年率の高さを踏まえ，その
就学率の高さは逆に内部効率性の悪さを露呈している。
中等教育段階以上になると，男女間格差の問題が顕著に現れる。伝統的に女子に対する教育を軽視
する傾向が残っているとともに，教育段階が進むにつれ学校が都市部に集中するため，農村部や遠隔
部といった地方出身の女子学生は，男子学生以上に家族の理解がないと進学の面で不利である。
学校数や就学者数は，学校教育が再開された1979／1980年度のデータと比較すると，どの教育段階
でも大幅が勤口を見せている。学校数や就学者数の地域間格差は，初等教育段階までは強ぐは見ちれ
ないが，教員は都市部の学校に集中しており，地方では慢性的な教員不足に悩んでいる。中等教育段
階では初等教育以上に都市と地方の格差が大きくなり，提供される教育の質にも大きな違いが生まれ
る0また，前期中等教育段階から後期中等教育段階にかけての進学率は，地域によってかなりのばら
つきがある。
各学校教育段階の就学者数を学年別に見ると，就学前教育では年長からの入園者が圧倒的に多く，
初等教育では，第1学年から第6学年と学年が上がるにつれ就学者数が減少している。中等教育でも，
第7学年から第12学年と学年が上がるにつれ就学者数が減少している。この間題は特に農村部・遠
隔部において顕著である。また，初等教育段階と比べると留年率は減少しているが中退率は大幅に増
加しており，中等教育段階においても内部効率性の低さが見て取れる。
この現状を打開するために，教育省は2001年以降，「教育戦略計画」や「教育セクター支援プログ
ラム」など具体的な政策を相次いで策定し，国際機関，二国間援助機関，NGOなど，各国際協力機
関の協力のもと教育開発を行っている。これらの政策では共通して，教育の量（アクセス）の確保に
並んで質の向上，教育制度の地方分権化の推進が重要政策課題となっている。
注（1）UNESCO（1991）Inter・SectomlBasicNeedsAssessmentMissiontoCbmbodia，Bangkok：UNESCOPrincipal
RegionalOf五ceforAsiaandthePaci五C，p．47．
（2）清水和樹（1997）『カンボジア・村の子どもと開発僧‥住民参加による学校再建報告』社会評論社p．62。
（3）DepartmentofPlanning（DoP），MinistryofEducation，YouthandSport（MoEYS）（1999）Educati。nin
Cbmbodia，PhnomPenh：MoEYS，p．9．
（4）第73条「国家は，子ども及び母親に対して，最大限の考慮を払う。国家は，保育施設を設置し，適切な支
援を受けられない女性及び子どもに対して，援助を供与する」。
（5）NationalEFA2000AssessmentGroup，MoEYS（2000）EducationbrAll2000AssessmentCbuntYyRWort：
CAMBODL4，Bangkok：UNESCOPrincipalRegionalOf丘ce女）rAsiaandthePaci五C，P．13．
（6）「都市部」は各特別市及び各州都，「遠隔部」は人口密度が1km2内に10人以下の場所，「農村部」は都市
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部と遠隔部以外である。
（7）就園者の75．3％は農村部及び遠隔部で就園している。
（8）カンボジアの通貨単位。1USS≒4，000Riel（リエル）。1，500～2，000Rielは，日本円で約45～60円（2008
年7月現在）。
（9）NationalEFA2000AssessmentGroup，MoEYS（2000）EducationbrAll2000AssessmentCountryRqt・Ort：
C4MBODL4，Bangkok：UNESCOPrincipalRegionalOf丘ceforAsiaandthePaci五C，p．15．
0．0）MoEYS（2005）EducationSectorhゆrmanceRq0rt2005，PhnomPenh：MoEYS，p．9．
（11）MoEYS（2005）EducationSectorS叫坤OrtPrqgmm20064010，PhnomPenh：MoEYS，p．4．
仕功　カンボジア国内に約20万人存在するチヤム族が使用している独自の言語。
O＿3）NationalEFA2000AssessmentGroup，MoEYS（2000）EducationbrAll2000AssessmentCountYyRゆOrt：
CAMBODL4，Bangkok：UNESCOPrincipalRegionalOf五ceforAsiaandthePaci五C，p．22．
（14）大学卒業者の修業年限は1年間である。
（15）MoEYS（2005）EducationSectormタカrmanceRゆOrt2005，PhnomPenh：MoEYS，p．9．
（16）MoEYS（2005）EducationSectorSu〟ort物nlm2006－2010，PhnomPenh：MoEYS，p．6．
（17）MoEYS（2005）EducationStrategicman2006，T2010，PhnomPenh：MoEYS，13．
（咽　横関祐見子（2005）「中等教育」（黒田一雄・横関祐見子編『国際教育開発論：理論と実践』有斐閣）第5
章pp．103－120，p．104。
（19）フランス植民地時代の名残で，前期中等教育のことをカレッジ（college），後期中等教育のことをリセ
（lycee）と総称することも多い。
榊　第68条「国家は，公立学校において市民に対して無償の初等及び中等教育を提供する。市民は，少なくと
も9年間の教育を受けるものとする」。
（21）Lewin，K．，（2000）MaPPingSciencemliqinDeveloPingCbmdries，Washington，D．C．：WorldBank．
eg）EducationManagementInformationSystemCenter（EMIS），MoEYS（2007）EducationStatisticsand
hldicatoYS2006／ウ007，PhnomPenh：MoEYS，p．44．
C23）Lewin，KリCaillods，E（2001）FinancingSecondaryEducationinDeveloPingCountries：Strategiesbr
SustainableGrow肋，PariS：UNESCO．
糾　EducationManagementInformationSystemCenter（EMIS），MoEYS（2007）EducationStatisticsand
hdicators2006m007，PhnomPenh：MoEYS，p．41．
個　乃id．．4β．
e6）MoEYS（2005）EducationSectorIbゆrmanceRゆOrt2005，PhnomPenh：MoEYS，P．9．
囲　乃祓．9，
幽　前田美子（2003）「カンボジア：負の遺産を背負う教師たち」（千葉たか子編『途上国の教員教育：国際協
力の現場からの報告』国際協力出版会）第2章pp．30－64，p．48。
CZ9）MoEYS（2005）EducationSectorSuMortlケQgram20064010，PhnomPenh：MoEYS，pp．8－10．
